
真総情第４ 号 

令和５ 年６ 月 12 日 

 真鶴町長 松本 一彦 様 

 

真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会  

会 長  今 村 哲 也  

 

答申書の交付について 

 

 真鶴町情報公開条例（ 平成 13 年真鶴町条例第 18 号） 第 16 条の２ の規定に基づく 次の

諮問について、 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会条例（ 令和５ 年真鶴町条例第３ 号）

第４ 条第２ 項の規定に基づき意見を建議するため、 別添のと おり 答申書を交付し ます（ 令

和５ 年度答申第１ 号）。  

 

１  諮問番号： 諮問第 32 号 

２  事 件 名： 行政文書公開請求の諾否決定に係る審査請求について( 令和４ 年度真総情 

第 24 号)  
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令和５ 年度答申第１ 号  

令和５ 年６ 月12日  

 

諮問番号 諮問第32号 

審 査 庁 真鶴町長（ 実施機関 真鶴町長）  

 

答 申 書 

 

審査請求人から の審査請求に関する審査庁の諮問に対し 、 次のと おり 答申する。  

 

結   論 

真鶴町長が令和４ 年８ 月１ 日付け（ 真総情第24号） で行っ た真鶴町情報公開条例（ 平成

13年真鶴町条例第18号。 以下「 条例」 と いう 。） に基づく 決定処分に対する審査請求につい

て、 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会（ 以下「 審査会」 と いう 。） は、 その一部を公開

し 、 その他の部分は非公開と するこ と が妥当であると 判断する。  

 

理   由 

第１  事案の概要 

 １  事案の経緯 

  （ １ ） 審査請求人は、 令和４ 年６ 月27日、 条例９ 条１ 項の規定に基づき、 真鶴町長（ 以 

下「 実施機関」 と いう 。） に対し て「 真鶴ケアステーショ ンアリ スの経緯について、 

平成28年6月20日に株式会社MUGENより 提出さ れた募集申込書等、 同地域密着型サー 

ビス事業所の事業計画等がわかる書類一式」 の行政文書の情報公開請求（ 以下「 本 

件請求」 と いう 。） を行っ た。  

  （ ２ ） 実施機関は、 同年７ 月11日に本件請求に係る行政文書の内容の精査に時間を要 

するこ と から 、 諾否の決定を行う 期限を同年８ 月10日と する行政文書公開諾否決定 

期間延長決定を行っ た。  

  （ ３ ） 実施機関は、 同年８ 月１ 日に本件請求に係る行政文書である「 平成27年度真鶴 

町地域密着型サービス事業者募集要項（ 看護小規模多機能型居宅介護事業所整備関 

係）（ 以下「 要項」 と いう 。） において規定する事業計画書（ 様式第２ 号、 以下「 事 

業計画書」 と いう 。）」 について、条例６ 条１ 項の規定により 部分公開決定（ 以下「 本 

件処分」 と いう 。） を行っ た。  

  （ ４ ） 審査請求人は、 本件処分を不服と し て、 同年８ 月22日に実施機関に対し 、 行政 

不服審査法（ 平成26年法律第68号） ２ 条の規定に基づく 審査請求（ 以下「 本件審 

査請求」 と いう 。） を行っ た。  

  （ ５ ） 審査庁は、 条例16条の２ の規定に基づき、 同年11月７ 日付け真総情第39号によ 

り 審査会に対し て本件審査請求について諮問（ 以下「 本件諮問」 と いう 。） し た。  
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 ２  審査請求人の主張の要旨 

  審査請求人が、 審査請求書等において主張し ている本件処分に対する意見は、 次のよ

う に要約さ れる。  

  （ １ ） 非公開部分の一部は、 既に新聞報道により 公の情報であるこ と から 、 当該非公

開箇所を非公開と する理由がない。  

  （ ２ ） 条例６ 条及び７ 条の趣旨から すると 当該非公開箇所を公開し て差し 支えないも

のと 考える。  

  （ ３ ） 平成30年８ 月１ 日の平成29年度一般会計・ 特別会計決算審査講評において「 町・

県の補助金が出て、稼働し ていないと いう こ と は大変な問題」「 稼働し ていないこ と

に対し 、 町民の不信感が募ら ないよう 説明し ていく こ と が大事」「 当初から の資料、

事業者の決定に係る審査資料を見て、 借入の条件等勘案すると 、 最初の審査に関し

て疑問を感じ た」 と の指摘があると おり 、 公益上特に必要があると 考える。  

 

第２  実施機関の弁明 

  実施機関の弁明は、 おおむね以下のと おり である。  

非公開と し た情報（ 以下「 本件非公開情報」 と いう 。） は、 個人に関する情報及び法人

に関する情報であり 、 個人の思想、 信条は条例により 非公開と さ れる個人情報である。

人事院の「 情報公開法に基づく 処分に係る審査基準について（ 以下「 人事院解釈」 と い

う 。）」 は「 法第５ 条第１ 号（ 個人に関する情報） 関係」 の「 ２  解釈（ １ ）」 において、

個人に関する情報を、「 個人の思想、 信条、 身体、 地位、 学歴、 健康状態、 所得その他個

人と の関連性を有するすべての情報を意味する。」 と さ れており 、 本件非公開情報は、 個

人の思想及び信条と し て条例５ 条１ 号に該当する。 また「 ２  解釈（ ７ ）」 においては、

「 特定の個人を特定するこ と はできないが、 公にするこ と により 、 個人の権利利益を害

するおそれがあるも の」 について、「 公表前に第三者がアイ デアを利用すると 情報提供者

の権利利益を害するおそれがある情報」 と さ れている。 本件非公開情報は、 町と し て公

開し ていない情報であり 、 申請者のアイ デアを第三者が利用するこ と により 個人の権利

利益を害するおそれがあるこ と から 、 条例５ 条１ 号に該当するも のと し 非公開情報と し

た。  

さ ら に、 人事院解釈の「 法第５ 条第２ 号（ 法人等に関する情報） 関係」 の「 ２  解釈

（ ３ ） i i i ）」 において、「 権利、 競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるも

の」 と は、「 公にするこ と により 法人の名誉、 社会的価値、 社会活動の自由等が損なわれ

ると 認めら れる情報」 と さ れており 、 条例５ 条２ 号においても そのよう な情報は非公開

と さ れている。  

本事業開始後約６ か月で休止と なっ た当該施設の開設前の事業計画書を公開するこ と

により 、 現状と の乖離が公になり 、 当該施設の今後の事業活動に回復し 難い損害を与え

る可能性があるため、 本件非公開情報を非公開と し た。  

なお、本件非公開情報を含む情報が新聞に掲載さ れていると し ても 、それら の情報は、

町では公表し ておら ず、 独自取材により 得ら れた情報である。 また、 本件非公開情報を

含む情報が掲載さ れた新聞である湯河原新聞と いう コ ミ ュ ニティ ーペーパーは、 湯河原
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町及び真鶴町等に向けて限定的に刊行し ており 、 その紙面により 本件非公開情報を含む

情報が公開・ 公表さ れていたと し ても 、 そのこ と を理由と し て本件非公開情報が公開情

報になるこ と はない。  

 

第３  審査会の判断 

 １  本件諮問に係る一連の手続きについて 

  本件審査請求に係る経緯を見ると 、 以下のと おり である。  

   令和４ 年８ 月22日： 本件審査請求書の受領 

   令和４ 年11月７ 日： 審査庁から の諮問書の受付 

   令和４ 年11月10日： 実施機関から の弁明書の受付 

   令和４ 年11月14日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第27回会議）  

   令和４ 年11月14日： 審査請求人に対し 、 弁明書の副本の送付 

   令和４ 年11月15日： 審査請求人に対し 、 諮問通知書の送付 

   令和４ 年12月５ 日： 審査請求人から の反論書の受付 

   令和４ 年12月16日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第28回会議）  

   令和５ 年１ 月30日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第29回会議）  

   令和５ 年３ 月20日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第31回会議）  

   令和５ 年５ 月22日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第32回会議）  

   令和５ 年６ 月12日： 審議（ 真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会第33回会議）  

   

 ２  本件処分の適法性及び審査請求人の主張の妥当性について 

本件処分について、 実施機関は条例５ 条１ 号、 ２ 号及び６ 号に該当すると し て、 一部

を非公開と し ている。 こ の点について検討する。  

①条例５ 条１ 号について 

事業計画書は、 要項に基づき応募し た個人（ 以下「 Ｘ 氏」 と いう 。） の応募書類であ

る。 要項では、「 ３ ． 応募資格及び要件」 で満たすべき要件の 1 つと し て、「（ １ ） 法人

であるこ と （ ただし 、 本補助事業完了時において確実に法人が設立さ れるこ と が見込

まれる場合を含みます。）」 を挙げている。 し たがっ て、 Ｘ 氏はこ の要件の括弧書き に

基づき法人を設立する前提で応募し ているこ と と なる。 要項には、 法人設立後に応募

書類を差し 替えるこ と につき記載がなく ( むし ろ、 要項の「（ ５ ） 留意事項」 には、「 ①

提出後の書類の修正は認めませんので、 記入内容を十分精査の上提出し てく ださ い。

また指定候補事業者と し て選定さ れた後に提出書類の主要部分に変更や虚偽の内容

が判明し た場合は、選定を取り 消し 、指定し ないこ と があり ます。」と の記載がある。) 、

また実際に当初提出さ れた応募書類が差し 替えら れていないこ と から も 、 こ の応募書

類は後に設立さ れた法人の応募書類と みなすこ と が可能である。 そのよう に捉えるな

ら 、 こ の応募書類は形式的にはＸ 氏と いう 個人の情報であるが、 実質は後に設立さ れ

た法人の情報であり 、 条例５ 条 1 号の適用可能性が否定さ れう る。  

仮に、 Ｘ 氏個人が応募し たと いう 事実を重視し たと し ても 、 こ れは「 看護小規模多

機能型居宅介護事業」 に関する応募であり 、 上記条例５ 条 1 号が冒頭において「 個人

に関する情報（ 事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く 。） であっ て<以下省略
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>」 と 定めているこ と から 、事業を営む個人の本事業に関する情報と 捉える余地がある。 

他方、 応募申請自体は実際の看護小規模多機能型居宅介護事業開始前であると の反

論も あり う るが、 本件応募申請は本事業への着手と 考えら れ、 事業を営む個人の当該

事業に関する情報と 捉えて差し 支えないと 考える。  

また、 要項の「 ６ ． 応募手続き」 の「（ ５ ） 留意事項」 には、「 ②提出のあっ た事業

計画等のう ち個人情報に関係ない部分については、 選定時にホームページ等で公表す

るこ と があり ます。〈 以下省略〉」 と 記載がある。 本来応募資格があるのは法人だけで

あり 、 公平性の観点から 、 法人設立前に法人設立予定の個人が応募し た場合には、 個

人情報と し て応募書類内容をホームページで公表し ないと は考えら れない。  

こ のよう に考えれば、 事業計画書に関し て条例５ 条１ 号をＸ 氏について適用するこ

と はできないと 判断する。 ただし 、 事業計画書にはＸ 氏に関する情報以外に、 従業員

等の個人名が数か所記載さ れている。 こ れら については条例５ 条１ 号に該当するため、

非公開と するこ と が妥当であると 判断する。  

②条例５ 条２ 号について 

 前述のと おり 、 事業計画書のう ちＸ 氏に関する情報は、 法人又は「 事業を営む個人

の当該事業に関する情報」 であり 、 ２ 号の前段の要件を満たす。 そこ で、 ２ 号１ 文後

段の「 公開するこ と により 当該法人等又は当該個人の権利、 競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるも の。」 に該当するかどう か検討する。  

 実施機関が非公開と し た部分は、 応募書類の「 事業所運営に係る事項」 の「（ １ ） 看

護小規模多機能型居宅介護事業を行おう と し た動機・ 理由」、「（ ２ ） 事業所整備予定地

を選定し た理由」、「（ ３ ） サービス提供にあたっ ての理念( 基本的な考え方) 」、「（ ４ ）

（ １ ） の理念を実現するための具体的なサービスの内容・ 提供方法」、「（ ５ ） 地域住民

と の良好な関係の構築方法及び協力体制・ 交流の内容」、「（ ６ ） 施設・ 設備上の配慮」、

「（ ８ ） 介護保険事業等収益事業以外の事業及び取り 組み」 と 、「 自由記述欄」 である。

こ こ に記載さ れたも のは、 事業開始前であれば、 あるいは競争上の地位を害するおそ

れがあっ たかも し れない。 し かし 、 本件審査請求が当審査会に諮問さ れた令和４ 年 11

月より も かなり 前に、 すでにこ の応募は補助金を受けて事業を開始し ており 、 記載内

容は事業開始後も 外部から 秘匿さ れう るよう なも のと も 考え難く 、 条例５ 条２ 号の競

争上の地位を害するおそれがあるも のと は考え難い。 その他、 権利や正当な利益を害

するおそれがあると も 考えら れない。 そも そも ①で述べたと おり 、 要項にはホームペ

ージ等での公表が明示さ れているのであるから 、 選定後に公表するこ と について支障

はないと 考えら れる。 し たがっ て、 事業計画書のう ちＸ 氏に関する部分については条

例５ 条１ 項ないし ２ 号には該当せず、 公開が妥当であると 判断する。  

③条例５ 条６ 号について 

実施機関は、 事業計画書の看護小規模多機能型居宅施設併用住宅新築工事に係る建

築業者名及び連絡先等について、 条例５ 条６ 号に該当すると し ている。 し かし 、 本件

審査請求が審査会に諮問さ れた令和４ 年 11 月より も かなり 前に、 こ の建築業者によ

っ て上記工事が行われ建物は完成し ている。 その際、 建築業者名は建設の現場にて公

示さ れているはずであり 、 同号の「 公開するこ と により 、 人の生命、 身体、 財産等の

保護その他公共の安全の確保及び秩序の維持に支障が生ずると 認めら れる情報」 に該
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当すると は考え難い。 従っ て、 条例５ 条６ 号の該当性はないと 考えら れ、 公開が妥当

であると 判断する。 ただし 、 建築業者の担当者名については、 ①の末尾で述べたと お

り 、 条例５ 条 1 号に該当するため非公開と するこ と が妥当であると 判断する。  

 

３  付言 

本件諮問に係る一連の経緯をみると 、 本件審査請求から 本件諮問までに、 約３ か月を

費やし ており 、 審査請求に対し 「 遅滞なく 」 諮問に付するこ と を求める条例規定（ 16条

の２ 第１ 項） に反し ており 、 こ れだけの長期間を要する特段の理由があっ たと は認めら

れない。 手続きの遅延が申請者への消極的な不利益と なる点を考慮し 、 今後は諮問への

手続きの迅速化を図るこ と が必要である。  

また、 今後は国の情報公開法に関する人事院解釈に基づく 判断でなく 、 条例を適切に

解釈し 運用するこ と に厳に留意すべきである。  

 

 ４  まと め 

以上の理由により 、 審査会は本件審査請求に対し 、 上記「 結論」 に記載のと おり 答申

する。  

 

  真鶴町情報公開・ 個人情報保護審査会 

    会 長  今 村 哲 也 

    副会長  鈴 木   恵 

委 員  三 川 真由美 

委 員  兵 藤 知 義 

委 員  鈴 木 一 也 


